
特　記　仕　様　書 
 

工 事 名：令和７年度　林道開設事業　林道月ヒラ長老線（第２-５工区）開設工事 

工事番号：７-Ａ３６S 

工事箇所：京丹波町　仏主　地内 

工　　期：契約日の翌日　～　令和８年３月２５日 

 

（１）総則 

  本工事は、「土木工事共通仕様書（案）」(平成 29 年 9 月、京都府)(以下「共通仕様書」という。)により施

工すること。また、令和６年度治山林道必携　積算・設計編（上、下巻）の林道工事施工管理基準に基づく。 

 

（２）特記事項 

  共通仕様書に対する特記事項は、次のとおりとする。 

 

（３）施工方法等 

  工事請負契約書第１条第３項に規定する契約書及び設計図書に特別の定めのない施工方法等については、本工

事の数量変更による場合を除き変更の対象としない。 

 

（４）参考資料の取扱い 

  設計図書の他に添付する参考資料は、あくまで発注者の予定価格を算出するためのものであり、何ら請負契約

上の拘束力を生じるものではない。工事の実施にあたっては、この主旨を十分理解し、事故発生等の事態を招か

ないよう、その防止措置に留意すること。 

 

（５）主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間 

①現場施工に着手するまでの期間 

  請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、測量、資機材の搬入又は仮設工事等

が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場

施工に着手する日については、工事着手届により発注者に通知するものとする。 

②検査終了後の期間 

  工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）事務手続、後片付け等のみが

残っている期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した

日は、検査日とする。 

　ただし、検査員が補修（改造）命令書により工事の補修又は改造を命じた場合は、その補修（改造）の完成

を確認した日とする。 

 

（６）施工計画書の作成・提出                                                     　 

　共通仕様書第１章第１部１－１－６に規定する施工計画書の有無　（　有　・　無　） 

 

（７）施工体制台帳等の作成・提出                 

①受注者は請負金額にかかわらず、下請け契約がある場合、施工体制台帳（下請契約書等添付）及び施工体系図

を作成し、監督職員に提出しなければならない。＜施工体制台帳には、２次以下の下請契約書も添付が必要＞ 

 

 



（8）コンクリート 

①材料 

  生コンクリ－トの無筋構造物（擁璧，補強張りコンクリ－ト等）は高炉Ｂ１８－８－４０、鉄筋構造物（設計

書に指定のあるもの）は高炉Ｂ２１－８－２５を標準とする。 

②コンクリートの水セメント比 

　本工事に使用するコンクリートの水セメント比は、鉄筋コンクリートについては５５％以下、無筋コンクリー

トについては６０％以下とする。 

　但し、水セメント比の上限値の変更に伴い呼び強度を変更する場合は、設計変更の対象としないものとする。 

　また、水セメント比を減ずることにより施工性が著しく低下する場合は、必要に応じて、高性能減水剤の使用

等の検討を行い、監督職員の承諾を得るものとし、設計変更の対象とする。 

③レディーミクストコンクリート施工の品質管理 

　主要構造物で 50m3 以上使用する工事のスランプ試験、圧縮強度試験、空気量測定については、少なくとも一

回以上、監督職員立会の上、実施しなければならない。ただし、やむを得ない場合は監督職員の承諾を受けた上

で、受注者のみで実施しても良い。 

④コンクリートミキサー車の過積載防止対策等 

　受注者は、出荷伝票等を整理・保管し、監督職員の請求があった場合は、遅滞なく提出するとともに、検査時

に提示しなければならない。 

　また、ミキサー車１台毎の積載量が把握できる集計表を検査時に提出しなければならない。なお、設計書では、

小型車割増で計上しております。 

 

（9）土工 

  受注者は、設計図書における土及び岩の分類の境界を、確かめられた時点で、監督職員の確認を受けなければ

ならない。 

 

（10）再生材の利用について 

    本工事については、下表のとおり原則として再生資材を使用する。   

なお、再生資材を使用する場合は、以下により品質が適正であるか確認の上使用すること。　　　                                      

①上表再生資材を路盤材又は舗装材として使用する場合の品質等は「プラント再生舗装技術指針」による。 

②再生クラッシャーランを構造物の基礎材として使用する場合の品質等は「プラント再生舗装技術指針」及び

「コンクリート副産物の再利用に関する用途別暫定品質基準（案）」によるものとし、構造物の立地条件等を考

慮して適正な品質のものを使用する。 

 資　　材　　名 規　　　格 用　途 備考

 

再生クラッシャーラン

RC-40(30) 路盤

 RC-40 構造物の基礎

 
RC-40

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張(積)・石張  

(積)の天端工及び同込裏込材

 再生粒度調整砕石 RM-40(30) 路盤

 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ安定処理混合物 ｱｽﾌｧﾙﾄ安 定 処 理 路盤

 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  

 

 

改質再生ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物  

粗粒度ｱｽｺﾝ 基層

 密粒度ｱｽｺﾝ 表層

 細粒度ｱｽｺﾝ 表層

 粗粒度ｱｽｺﾝ 中間層

 密粒度ｱｽｺﾝ 表層



  なお、河川に関わる工事（低水護岸等の水際工作物）のコンクリートブロック張（積）、石張（積）の基礎

材として使用する場合は、アスファルト塊の混入したものを使用してはならない。 

③再生クラッシャラン（ＲＣ－40）を河川に関わる工事（低水護岸等の水際工作物）のコンクリートブロック張

(積)・石張(積)の天端工及び胴込・裏込材に使用する場合は、アスファルト塊は不可とし、かつ、すりへり減量

が 50％以下の品質のものを使用する。 

④再生骨材は、木屑、紙、プラスチック、レンガ等混入物を有害量含んではならない。 

 

（11）流用土の利用 

  本工事に使用する盛土材については、本工事の掘削土を流用して使用する。 

  ただし、やむを得ない事情等により流用土によりがたい場合は監督職員と協議の上指示によるものとする。 

  土量の確認方法については、監督職員と協議すること。 

 

（12）木材の使用 
①本工事に使用する木材は、設計図書に明示された規格を有するものとし、府内産材を使用すること。 
②使用する木材については、生産地が確認できる各種伝票を保存することとし、監督職員による確認を受けなけ

ればならない。 
③設計図書に示す寸法については、特に明示する場合を除き末口寸法とする。 
④本工事に使用する木材は、使用するまで変質しないように保管しなければならない。 
  また、監督職員が有害な腐れ、割れ等により不適当と認める場合には請負者は、自らの責任と費用負担により

速やかに取り替えると伴に、新たに搬入する材料については、再検査（又は確認）を受けなければならない。 
 
（13）丸棒等製品 
①本工事に使用する丸棒等製品（注１）は、京都府内産木材証明を受けることができるものとすること。 
②搬入した丸棒等製品については、「京都府内産木材証明を受けることができる丸棒等製品」であることが確認

できる各種伝票（注２）の写し等を監督職員に提出するとともに、監督職員による事前確認を受けなければなら

ない。また、各種伝票は請負業者が一定期間保管するものとする。 
③本工事において任意に使用する木材（注３）について前項を満たした場合は工事成績評定における創意工夫　

項目にて加点の対象とする。 
　ただし、事前に所定の様式により申請を行い監督職員の確認を受けるものとする。 
 
＊注１）丸棒等製品には、丸太、木杭が含まれる。その他の木製品については監督職員と協議すること。 
＊注２）「京都府内産木材証明を受けることができる丸棒等製品であることが確認できる各種伝票」とは、取扱

事業体の認定を受けた丸棒等加工事業体が請負業者向けに発行した「承認願い」、梱包に貼付してある「認証シ

ール」及び納品伝票等である。 
＊注３）任意に使用する木材とは、工事標示板、バリケード、現場作業施設、任意仮設材等とする。 
 

（14）品質証明書等 

　受注者は、工事に使用する材料のうち監督職員の指示した材料の使用に当たっては、その外観、品質証明書等

を照合して確認した資料を事前に監督職員に提出し、確認を受けなければならない。 

 

（15）着工前準備 

①林道敷地内の立木の伐採等の処理については，標準図及び監督職員の指示により実施すること。 

②林道敷地以外の立木を伐採する場合は，土地及び立木の所有者の了解を得なければならない。なお，所有者の



承諾を得た支障木以外の立木を無断で伐採又は損傷したときは，受注者の責任により処理しなければならない。 

③工事施工にあたり，火災予防には万全を期すとともに工事現場内等に作業員休憩所を設置し，暖房は休憩所内

で行ない，工事現場等ではたき火等は行なってはならない。 

 

（16）残土処理計画書・報告書の作成 

①受注者は、工事を施工するにあたり、あらかじめ残土処理計画書を作成すること。なお、残土処理計

画書は施工計画書に含めて提出するものとする。  

②施工後は、残土処理報告書を提出すること。                              

（建設発生土の搬出） 

１　建設発生土については　（仏主地内：長老側）第 1 号木材集積場 L=１，７００m に運搬するものとす

る。なお、運搬距離については、マスカーブにより算出しております。 

　これにより難い場合が生じた と き は 、監 督 職 員 の 指 示 に よ る も の と し 、設 計 変 更 の 対 象 と す

る 。  

２　前条に関しての受入条件は下記のとおりとする。 

（１）受入不適なもの 

　　　粘性土、ガレキの類、土砂以外の廃棄物 

３　過年度の完成区間で崩土が発生した場合については、出来高による精算を行う必要があるので、必ず監督

職員と数量等に係る協議を行うこと。 

 

(17)　支給材料及び貸与品 
１　支給材料 

支給材料は次表のとおりとする。 

 

（18）特定建設資材の分別解体等・再資源化等 

　本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年 5月 31 日法律第 104 号以下「建設リサ

イクル法」という。）に基づき特定建設資材の分別解体及び再資源化等の実施について適正な措置を講じること

とする。 

  なお、本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、以下の積算条件を設定しているが、

工事請負契約書「７解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に発注者と受注者の間で確認されるも

のであるため、発注者が積算上明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。 

  ただし、工事後明らかになった事情により、予定した条件によりがたい場合は、監督職員と協議するものとす

る。 

①分別解体等の方法 

 支　給　材　料　調　書

 名　称 形状寸法 単位 数量 受渡場所 適　用

 

 工

程

ご

と

の

工　　　程 作　業　内　容 分別解体等の方法

 
①仮設

仮設工事 

□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用

 
②土工

土工事 

□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用



※「分別解体等の方法」の欄は、該当がない場合、記載の必要はない。 

 

②再資源化等をする施設の名称及び所在地 

上記②については、積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。 

  なお、受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の

変更等、受注者の責めによるものでない事項については、この限りでない。 

③仮置き等必要条件があれば記載する。 

 

（19）建設副産物の搬出 

①本工事の施工により発生する特定建設資材以外の建設副産物は下表の場所に搬出するものとする。受入条件は

下表のとおりである。 

　当該内容の変更に当たっては、監督職員と協議するものとする。 

（受入条件） 

ただし、毎月の第１、第３日曜日、正月等の休日は受入れを中止する。 

②搬路の補修及び建設発生土受入地に附帯施設等が必要となった場合は、監督職員と協議するものとする。 

 
(20) 工程管理 

①受注者は、工程管理を工事内容に応じた方式(ネットワークまたはバーチャート方式など)により作成した実施

工程表により行うものとする。　 

 

（21）段階確認 

　受注者は、共通仕様書の段階確認一覧表に記載のある工種の他、下表及び監督職員の指示した工種の施工段階

において、段階確認を受けなければならない。この際、受注者は工種、細別、確認の予定時期、測定結果等を監

督職員に書面により報告しなければならない。 

　ただし、段階確認の実施時期及び実施箇所・確認方法は監督職員が定めるものとする。 

 作

業

内

容

及

び

解

体

方

法

③基礎
基礎工事 

□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用

 
④本体構造

本体構造の工事 

□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用

 
⑤本体付属品

本体附属品の工事 
　　□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用

 
⑥その他（　　　）

その他の工事 

□有　　　　■無

□手作業 

□手作業・機械作業の併用

   

 建設副産物 受入場所 受入期間及び受入時間 その他受入条件 距　離

 km

 建設副産物 受入場所 受入期間及び受入時間 その他の受入条件 距離

 該当なし

 

 種　別 細　別 施工段階（確認時期）

 土工 切土、床掘 土（岩）質の変化したとき

 擁壁工 鋼製Ｌ型擁壁・排水施設工 土（岩）質の変化したとき、床掘完了時、埋戻し前



　　 
（22）工法変更等への対応 

①構造物等の施工において、湧水、その他の障害のため通常の工法では初期の目的を達することが出来ない箇所

については、工法及び対策を監督職員と協議するものとする。 

②工事中における民生安定上又は関係機関と協議の結果、新たな作業及び構造の変更が生じた場合は、必要に応

じ監督職員と協議の上、その指示によるものとする。 

③工事により汚濁水が発生した場合、その処理方法について監督職員と協議すること。 

 

（23）標準操作方式の使用 

①バックホウ 

  バックホウは、標準操作方式のバックホウを使用するものとし、国土交通省指定のラベル（緑色）又は、国

土交通省指定とは別のラベル〔（社）全国建設機械器具リース業協会発行のラベル等〕を貼付したバックホウ

を使用すること。なお、ラベルを貼付していない標準操作方式のバックホウを使用する場合には、監督職員の

確認を得てから使用すること。 

②移動式クレーン 

  本工事の施工に当たり、平成６年１０月１日以降に製造された移動式クレーン（クローラクレーン、トラック

クレーン、ホイールクレーン）を使用する場合は、指定ラベル「（社）日本建設機械化協会」を貼付した移動式

クレーンを使用すること。 

  なお、使用クレーンの製造年月日が確認できる工事写真を撮影し、監督職員に提出すること。 

 

（24）排ガス対策型建設機械の使用 

　共通仕様書第 1 節 1-1-38 に規程する排出ガス対策型バックホウ［クローラ型 山積 0.8m3(平積 0.6m3)］につ

いては、第２次基準値又は第３次基準値に対応した機械を使用することを原則とする。 

　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議することとし、変更の対象とする。 

　上記において、「これにより難い」とは、供給側に問題があり調達ができない場合である。 

 

（25）道路付属物及び占用物件の処置 

  工事施工のため支障となる道路の付属物及び占用物件がある場合には、その処置についてあらかじめ監督職員

と打合せを行うこと。 

 

（26）掘削部の安全施工 

  切土・床堀の施工に当たって、土石崩落等、危険と判断される時は危険防止のための対策を監督職員と協議す

るものとする。 

 

（27）掘削法面 

  掘削（床堀）法面において、関係機関との打合せ等により、危険防止の安全対策等が必要となった場合は、監

督職員と協議するものとする。 

 

（28）木材集積場等 

　残土処理等の施工に当っては，木材集積場ごとの条件に応じた施工をするものとし、木材集積場跡地の整理に

ついては監督職員の指示により実施すること。 

 

 



（29）諸法令の遵守 

①受注者は、労働基準法等の主旨にのっとり、労働時間について遵守しなければならない。 

②受注者は、道路法、道路運送車両法及び道路交通法の主旨に基づき資材運搬等に必要な車両の諸元について当

該法律を遵守しなければならない。 

　受注者は、土木工事共通仕様書（案）１－１－３４「工事中の安全確保」の１０から１２に規程する安全に関

する研修・訓練等において、下請企業及び労働者へのしわ寄せの防止を図る観点から、以下の内容の研修を１回

以上実施しなければならない。 

③建設工事の請負契約に関すること 

④労働関係法令に関すること 

＜研修の参考とする図書等の例＞ 

　・工事請負契約書（第５４条）（＊除草等委託契約書（第２５条）） 

　・建設業法遵守ガイドライン（国土交通省） 

　・建設産業における生産システム合理化指針（建設省） 

　・新しい建設業法遵守の手引（（財）建設業適正取引推進機構） 

 

（30）工事現場の安全及び環境対策 

  工事現場の一般通行人の見やすい箇所で通行に支障のない所に、標示板等を設置すること 

①工事車両や建設機械のアイドリングストップを励行すること。 

②原則として省エネルギ－、省資源に配慮した建設資材や建設機械等を使用すること。 

　建設資材：「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリ－ン購入法）」に規定されている環境

ラベル「エコマ－ク」付の建設資材等 

　建設機械：「エネルギ－の合理化に関する法律（省エネ法）」に規定されている「エネルギ－消費効率に優れ

たガソリン貨物自動車」等 

③調整池（沈砂池）の設置や大規模な裸地の出現防止のため段階的に工事を行う等、流末の水環境の保全を図　

ること。 

④地域における伝統的行祭事等の実施が円滑に行われるよう地元等と十分に調整の上、工事を実施すること。 

 

（31）安全施設類 

　標識類、防護柵等の安全施設類については、現場条件に応じて設置する他、道路管理者及び所轄警察署と打合

せを行い実施すること。 

　なお、打合せの結果または、条件変更に伴い、道路保安施設設置基準（案）以上の保安施設類が必要な場合は

監督職員と協議を行い、変更の対象とする。 

　受注者は、施工に先立ち作成する施行計画書に、安全施設類等設置計画を作成し、監督職員に提出すること。 

　受注者は、工事期間中の安全施設類等の設置状況が判明できるよう写真等を整備し、完成検査時に提出しなけ

ればならない。 

 

（32）標示板の設置 

　受注者は、工事の施工にあたって、工事現場の公衆が見やすい場所に、工事内容、工事期間、工事種別、発注

者、施工者等を記載した標示板を設置しなければならない 

  　記載項目のうち「工事内容」、「工事種別」については、以下によるものとする。 

 

 

 



（標示板の記載例） 

［工事表示板］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
［工事情報看板］ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 工事内容：林道を新設しています。 

工事種別：林道開設工事



［工事説明看板］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※工事情報板、工事説明板については、特に歩行者への工事情報提供を目的としており、 

　　設置の要否は沿道環境を考慮し個別に判断すること。 

 

 (33）安全対策費 

①本工事に配置する交通誘導員は、警備員等の検定等に関する規則(平成 17年 11月 18日国家公安員会規則第 20

号)に基づき交通誘導警備検定合格者(1 級又は 2級)を規制箇所毎に 1 名以上配置するものとする。 

　ただし、所管警察署との打合せの結果、交通誘導警備検定合格者(1 級又は 2級)以外の配置を認められた場合

は、この限りではない。 

②交通誘導員については下表のとおり計上しているが、道路管理者及び所轄警察署との打合せの結果又は条件変

更等に伴い員数に増減が生じた場合は、設計図書に関して監督職員と協議するものとし、設計変更の対象とする。 

 

（34）起工測量・丁張設置 

①起工測量を実施し，その成果を別紙（２～４）及び横断図（実測を赤書きしたもの）により監督職員に提出す

ること。ただし、別様式により提出を行う場合は監督職員と協議すること。 

  なお，平面測量については，トラバース測量を実施し，成果として上記のものと一緒に全測点の座標値も提出

すること。またその基準点は，現地の工事の影響の及ばない箇所に工事の完成まで保存すること。 

②起工測量については、原則全ての工事関係図面等について行うものとする。 

③工事に必要な丁張，仮設標識を設置し，工事を実施すること。 

④測点杭，ＩＰ杭，Ｂ．Ｍ等既設杭は移設してはならない。移動が必要な場合は監督職員の承諾を得て移設する

こと。 

 

（35）中間出来高測量 

  工事中必要に応じて，平面・縦断・横断・構造物等の出来形をとり、監督職員の指示を受けること。 

 

（36）工事区間・測点等の明示 

①工事区間及び測点標示の明示は，工事完成時に工事起点及び終点に別紙（１）に示す標示木杭を建込むこと。

なお、林道開設工事以外の工事の場合は事前に監督職員と協議を行うこと。 

 配置場所 配置員数 編　　制 昼夜別 交替要員の有無

 



②測点標示は，各測点（センター・左右路肩）に木杭又はペンキ等で明示すること。 

③必要に応じトラバース点を設置する場合，別紙（７）に示す標示杭等を建込むこと。 

 

（37）出来高管理・出来高測量 

  提出する出来高管理図表は、次のとおりとする。 

　　（１）Ｂ．Ｍ．トラバース点の位置・数値を平面図等に記載したもの。 

    （２）トラバース点・各測点の座標管理表 

    （３）その他出来高測量実施の成果を別紙（５～６）及び横断図・構造図（出来形を赤書きしたもの）等に

記載したもの。 

 

（38）工事関係図面及び各種提出書類等の管理 

　起工測量や出来高等に必要な工事関係図面及び数量計算等の作成の際は、電子データで扱いその形式等は監督

職員の指示により実施すること。また、各段階協議等を行う際は、書面と共に必ずそのデータも記憶媒体等によ

り提出すること。 

 

（39）伝票・試験票の提出 

  受注人は，監督職員より指示のあった場合は、作業日誌・各種納品伝票・その他帳簿類等を完成検査の際には

提出しなければならない。 

 

（40）法面保護工                                                   

(一般事項) 

①法面保護工の緑化工施工については、適期に行うものとし、（種子・吹付材料の配合等について）事前

に監督員と十分協議して行うこと。          

(植生工における生育判定とその保証） 
① 工事完成検査時に植生期間がとれていない場合の取り扱いは契約条項の「かし担保」を適用すること

とし、植生の判定基準は次表を目安として行うものとする。 
 評価 施工３ヶ月後の植生の状態

 

木 
本 
群 
落 
型

可

・植被率が３０～５０％であり、木本類が１０本/ｍ２以上確認出来かつ１ｍ２以

上の裸地がないこと。

 ・植被率が５０～７０％であり、木本類が５本/ｍ２以上確認出来かつ１ｍ２以上

の裸地がないこと。

 判 
定 
保 
留

・草種に７０～８０％覆われており、木本類が１本/ｍ２以上確認できる。この場

合、翌年の春まで様子を見る。 
・所々に発芽が見られるが、法面全体が裸地状態に見える。この場合は　１～２

ヶ月様子を見る。（不適期施工の場合）

 

不可

・生育基盤が流亡して、植物の成立の見込みがない。この場合は再施工する。 
・草本植物の植被率が９０％以上で、木本植物が被圧されている。この場草刈り

後様子を見て対策を講じる。

 

草 
地 
型

可
法面から１０ｍ離れると、法面全体が「緑」に見え、植被率が７０～８０％以上

である。

 判定 
保留

１ｍ２当たり１０本程度の発芽はあるが、生育が遅い。 
また植被率が５０～７０％程度である。この場合様子を見る。

 不可 ・生育基盤が流亡して、植物の成立の見込みがない。この場合再施工。 



② 施工後に異常気象、災害等不測の事態が発生した場合はこの限りではない。 
(施工管理上の測定基準） 

施工箇所２００ｍ２ につき１箇所、２００ｍ２未満については２箇所、１ｍ×１ｍの枠を設け計測する

ものとする。 
（植生状況報告書の提出） 

① 工事完了後の植生育成状況を植生状況報告書(別紙②)により報告すること。 
② 報告時期については、工事打合せ簿により監督員と協議するものとする。 

報告書には、育成状況が判別できる写真を添付するとともに、説明欄に発芽の状況、成長度合い、被覆率、

衰退の程度を記入すること。 
＊法面保護工の生育判定時期は、下記の施工時期後の判定とする。（報告書の要提出） 

 

（41）伐採木の整理 

　現場内で発生する伐採木・根株については、玉切り・枝払い等を行い工事区間内の路側部等で安全な箇所に落

下防止等の安全対策を講じて筋置整理を行うこと。（当該筋置き整理は、土砂・落石止めとして仮設設置するも

のである。） 

　仮に工事中に伐採木が下流（下方向）に落下等した場合においては、速やかに引き上げ再整理を行う等の処置

を講ずること。 

　なお、急峻等により筋置きが困難な場合は、事前に監督職員と協議を行い、路線内の工事箇所近隣の安全な路

側部箇所に筋置き整理を行うこと。その際の運搬等の変更は行わないものとする。 

 

（42）当該工事に係る出来高管理基準 

当該工事に該当する出来高管理基準を以下のとおりとする。（対象「○」箇所） 

 ・植被率が５０％以下である。この場合再施工。

 施工時期 木本型群落 草本型群落

 ３月～５月 施工後３ヶ月後 施工後３ヶ月後

 ６月～８月 １０月～１１月中旬 １０月～１１月中旬

 ９月～１０月 翌年度６月初旬 翌年度６月初旬

 １１月～２月 翌年度７月初旬 翌年度７月初旬

 大分類 詳細 編－章－節－条－枝 対象

 道路土工 掘削工 １－２－４－２ ○

 路体盛土工・路床盛土工 １－２－４－３及び４ ○

 法面整形工 １－２－４－５ ○

 一般施工 路側防護柵工 ３－２－３－８－１ ○

 区画線工 ３－２－３－９

 側溝工 ３－２－３－２９－１ ○

 暗渠工 ３－２－３－２９－３ ○

 集水桝工 ３－２－３－３０ ○

 基礎砕石関係 ３－２－４－１ ○

 コンクリートブロック工 ３－２－５－３－１

 アスファルト舗装工(下層路盤工) ３－２－６－７－１

 アスファルト舗装工(上層路盤工) ３－２－６－７－２

 アスファルト舗装工(表層工) ３－２－６－７－６



＊上記以外の工種がある場合及び必須項目以外は、事前に監督職員と協議を行うこと。 
 
（43）当該工事に係る品質管理基準 

当該工事に該当する品質管理基準を以下のとおりとする。（対象「○」箇所） 

＊上記以外の工種がある場合及び必須項目以外は、事前に監督職員と協議を行うこと。 

（44）降雨等対策 

　工事中において、下流へ土砂及び濁水が流出しないよう、あらかじめ対策を実施し工事を行うこと。また、急

な降雨の際においても速やかに対策を実施し、下流の河川状況確認を行うとともに監督職員に報告すること。 

 

（45）地元対応等について 

①重機の廻送や資材搬入等のための工事関係車両の走行にあたっては、地元車両を優先し、砂埃を立てないよう

にするとともに、騒音・振動を出さないように徐行し、交通事故の防止に努めること。 

②空缶・吸い殻等のゴミ箱を設置し、施工地周辺にゴミ等捨てることのないよう、美化に努めること。 

③工事用地以外の区域へ立入りする場合は、必ず所有者の承諾を得ること。山菜等の採取を行ってはならない。 

 

 (46) 起工測量について 

 コンクリート舗装工(下層路盤工) ３－２－６－１２－１ ○

 コンクリート舗装工(舗装版) ３－２－６－１２－５ ○

 植生工 ３－２－１４－２－１及び２及び３ ○

 現場打擁壁工 ３－２－１５－１ ○

 プレキャスト擁壁工 ３－２－１５－２

 補強土壁工(鋼製 L 型擁壁) ３－２－１５－３ ○

 内　　容 種　　別 詳　　細 対　　象

 コンクリート 材料 ― ○

 製造 ― ○

 施工後 ― ○

 下層路盤工 材料 ― ○

 施工 ― ○

 上層路盤工 材料 ―

 施工 ―

 アスファルト舗装 材料 ―

 プラント ―

 舗装現場 ―

 補強土壁工 
（鋼製 L 型も準拠）

材料 粒度試験必須 ○

 施工 ― ○

 吹付工 
（モルタル等）

材料 ―

 製造 ―

 施工 ―

 道路土工 材料 路体 ○

 路床 ○

 　〃 
（木材集積場も含む）

施工 
（現場密度試験等）

路体 ○

 路床 ○



　①工事実施箇所について事前に調査等を実施し、既存の測点等での対応が困難と判断される場合などは、その

結果を監督職員に報告することともに、新たな測点を設け追加測量を行うこと。 

　また、それに伴う工法等の変更については、監督職員の指示に従うこと。 

　②第１号木材集積場（長老側）については、着手前に測量し、最終の残土処分量を監督員に、報告すること。 

 

(47）切土法面の緑化等工法について 
　長老側の第１号木材集積場の工事箇所は、京都丹波高原国定公園に指定されているため、切土後の法面状況に

よっては、法面保護工などの工法の再検討が必要となるため、必ず切土実施時に法面状況の把握に努め、都度、

監督職員と調整を行うこと。 
　なお、工法の変更が必要と判断された場合、監督職員の指示に従うこととし、変更の対象とします。 
 

（48）コンクリート塊等の処分等について 

　工事現場においてアスファルト及びコンクリート塊が発生した場合については、出来高による精算を行う必要

があるので、必ず監督職員と数量等に係る協議を行うこと。 

 

（49）既設アスファルト舗装について 

　長老側の第１号木材集積場までの林道及び府道舞鶴和知線については、アスファルト舗装がされているため、

舗装が損傷することのないよう十分な配慮を行うこと。特にブレーキングポイント等で部分的な破損の可能性が

ある箇所等については、鉄板等による保護を図ることとし、対応を怠ったことにより破損等した場合は、補修を

行うこと。 

　基本的にこれに係る費用は設計の対象とはしないが、工事の進捗に応じ、著しい負担を伴う場合は、事前に監

督職員と協議すること。 

 

（50）事前協議について 

　当該特記仕様を熟覧のうえ、設計図書等を精査するとともに、不明な点があった場合は内容を整理し、必ず事

前に監督職員と協議を行うこと。 

 

（51）準備費について 
準備及び後片付け、調査・測量、丁張り等、伐開(支障立木の伐木を含む）、除根、除草、整地、段切り、すり

付け等の作業は、共通仮設費の率計算に含まれるものとする。 
 

（52）工事書類の簡素化 
　１　別添「土木工事書類一覧表」に基づき実施するものとする。また、工事打合簿（指示、協議、承諾、施工

計画書の提出は除く）、段階確認書、確認・立会書、夜間・休日作業届けの書類を提出については、電子メー

ルにて提出できるものとする。 
　２　これらに定められていない場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

（53）第１号木材集積場（長老側）の残土処理について 

　１　第 1 号木材集積場（長老側）の残土処分については、令和７年度発注予定の令和６年度（繰越）林道開設

事業　林道月ヒラ長老線（第 1-5 工区）開設工事の受注業者も林道長老線を使用するため、残土処分をする

際は、両業者間で工程等調整を行うこと。 

 

（54)建設現場における熱中症対策の強化 



「WBGT28 度以上又は気温 31 度以上の環境下で連続 1 時間以上又は 1 日 4 時間を超えて実

施」が見込まれる作業を行う場合、労働安全衛生規則に基づき、以下の対応を交通誘導等を行

う警備業従事者も含め実施すること。また、実施内容を施工計画書に記載のうえ、事前に監督

職員へ提出すること。 

(１)「熱中症の自覚症状がある作業者」や「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」がそ

の旨を報告するための体制整備及び関係作業者への周知。 

(２)熱中症のおそれがある労働者を把握した場合に迅速にかつ的確な判断が可能となるよう

以下の内容の作成及び関係作業者への周知 

①事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等の連絡体制 

②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等熱中症による重篤化を防止するために必要な措

置の実施手順 

なお、周知の対象は本工事現場全体とし、実施にあたっては、以下の資料を参考にすることと

する。 

   
京都府 HP リンク：建設現場における建設業従事者及び警備員の熱中症予防対策の強化について（要請）



(別紙①) 

運搬管理表の様式（例） 
運　搬　管　理　表 

 
 
 
 

 
 

注１）本様式は例示である。 
注２）日付欄は、運搬１回、１車両毎に運搬日を記入する。 
注３）車両番号欄及び最大積載重量欄は、運搬車両の車検証に記載されたものを記入する。 
注４）積載量欄は、容積を記入する。（計量器等により重量が明確である場合は重量を記入。） 
注５）日合計欄は、日付欄で記入した同一日付の最下段に日合計を記載する。 
注６）出荷時間欄及び現着時間欄は、ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄの場合に記入する。 
注７）品質管理欄は、ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄの場合に品質管理試験等の実施の有無を記入する。 
注８）ﾏﾆﾌｪｽﾄ交付番号欄は、産業廃棄物の運搬の際にﾏﾆﾌｪｽﾄの交付番号（ｼﾘｱﾙ番号）を記入する。 
注９）出荷伝票、運搬伝票、計量伝票等については、監督職員の請求があった場合に遅滞なく提示するとともに、 
　　検査時に原本を提示しなければならない。 
 
運搬管理表の記入例１（生コンクリートの例） 
運　搬　管　理　表 

 
 
 
 
 

 
 

 
運搬管理表の記入例２（コンクリート殻の例） 
運　搬　管　理　表 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 日付 
車両番号

最大 
積載重量

積載量 日合計
出荷時間 
(練りまぜ終了)

現着時間 
(打設完了)

品質管理 
の実施

ﾏﾆﾌｪｽﾄ 
交付番号

備考

 
 
 
 
 
 
 合計

 日付 車両番号
最大 
積載重量

積載量 日合計
出荷時間 
(練りまぜ終了)

現着時間 
(打設完了)

品質管理 
の実施

ﾏﾆﾌｪｽﾄ 
交付番号

備考

 H16.1.15 あ 12-34 9800 ㎏ 4.0m3 9:00 9:45 ○

 H16.1.15 い 56-78 9800 ㎏ 4.0m3 8.0m3 9:30 10:10
 H16.1.20 あ 12-34 9800 ㎏ 3.5m3 3.5m3 15:00 15:40 ○

 
 
 合計 11.5m3

 日付 車両番号
最大 
積載重量

積載量 日合計
出荷時間 
(練りまぜ終了)

現着時間 
(打設完了)

品質管理 
の実施

ﾏﾆﾌｪｽﾄ 
交付番号

備考

 H16.1.15 あ 12-34 9800kg 0.970ｔ 123456
 H16.1.15 い 56-78 9800kg 0.968ｔ 1.938ｔ 123456
 H16.1.16 あ 12-34 9800kg 0.850ｔ 0.850ｔ 123456
 
 
 合計 2.788ｔ

 工事名

 工事番号

 運搬物の 
名称・規格

 

 現場代理人
監理(主任） 
技　術　者

 

 工事名 平成○○年度○○○○○○工事

 工事番号 京○○第○○○○号の○○の○

 運搬物の 
名称・規格

レディーミクストコンクリート（18－８―40高炉

 現場代理人
監理(主任) 
技　術　者

 

 工事名 平成○○年度○○○○○○工事

 工事番号 京○○第○○○○号の○○の○

 運搬物の 
名称・規格

コンクリート殻（無筋）

 現場代理人
監理(主任) 
技　術　者

 



(別紙②)

施 工 年度 年度 事 業 名

路 線 名 施工場所

施 工 期間 調査年月

請 負 業者 元請業者 担当者名 電話

施工業者 担当者名 電話

工 法 区分

位 置 等

施 工 面積

被 覆 率

製 品 名

発 芽 状況

成長の度合い又

は 衰 退 の 程 度

前面被覆となら

なかった理由等

全景写真 写真説明

全景写真 写真説明

植生状況報告書(第　　回）
報告年月日 平成　　年　　月　　日　

近接写真（1m×1m の枠を設け生育状況）



 

 

＊白杭（文字記入例）２本

令
和
○
○
年
度　

起
点
・
終
点 

 

林
道
月
ヒ
ラ
長
老
線　

第
○
ー
〇
工
区 

幅
員　

○
．
○
ｍ　

延
長　

○
○
○
．
○
ｍ 

 

受
注
者　

○
○
株
式
会
社 

 

施
工
者　

京
丹
波
町



 



 



 


